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○ 鉄道の輸送人員は、平成に入って以降、横ばい傾向を示している。
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国内旅客輸送における鉄道のシェアの推移

モータリゼーションの進展により鉄道のシェアは下がり続けたが、近年は30％程度で下
げ止まる傾向が見られる。
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運輸政策審議会答申第１９号の概要①

○ 利用しやすく高質な鉄道ネットワークの構築
○ 新たな社会的ニーズに対応した鉄道整備の推進
○ 効率的かつ重点的な鉄道整備の実施

・

② 幹線鉄道及び都市鉄道の整備水準を決定

＜幹線鉄道の整備＞

○ 国土の骨格となる広域的な幹線鉄道ネットワークを構築するため、

・ 整備新幹線の着実な整備を進めることが必要
概成している在来幹線鉄道と新幹線とのアクセス性の向上や接続の円滑化等（新幹線と連絡する
在来幹線鉄道の高速化、フリーゲージトレインを活用した新幹線直通運転化等）を図ることが必要

主として地域的な連携の軸となる在来幹線鉄道についても、高速化や利便性の向上等を図るこ
とにより、これを有効活用

＜大都市圏鉄道の整備＞

○

大都市圏（東京圏、大阪圏及び名古屋圏の三大都市圏）においては、通勤・通学混雑の緩和に
向けた輸送力増強のための取り組みを引き続き推進

○

○ 特に最混雑時間帯における速達性の向上（到達時間の短縮）を図る

鉄道ネットワークのシームレス化が求められていることから、乗り継ぎ利便の向上、バリアフリー化
等を推進する

○ 大都市圏交通全体としてのシームレス化を推進するため、バス、自家用自動車、航空、新幹線
等との乗り継ぎ利便の向上、アクセス機能の充実・強化等を図る

① 今後の鉄道整備の基本的方向を明示

２０００年代の鉄道整備政策は、平成１２（２０００）年の旧運輸政策審議会による答申第１９号「中長
期的な鉄道整備の基本方針及び鉄道整備の円滑化方策について」に沿って進められてきた。

・

○

○
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運輸政策審議会答申第１９号の概要②

⑥都市鉄道等の整備の進め方を具体化

⑤在来幹線鉄道の整備の進め方を具体化

④上下分離方式の検討を提言

③ 鉄道の性格に応じ、国と地方公共団体の役割分担を明確化

・ 整備新幹線の整備 → 国がイニシアチブを発揮し、地方が応分の協力

・ 主要在来幹線鉄道の高速化 → 国が地方と共同して取り組み

・ 主要空港アクセス鉄道の整備 → 国が地方と共同して取り組み

・ 地域的な交通を担う都市鉄道の整備 → 国が地方を支援

・ 広域的な交通を担う都市鉄道の整備 → 国が地方と共同して取り組み

民間事業者に対する支援方策の見直しや地方公営企業方式等によりがたい場合には、上下分
離方式も検討すべき
○

○ 国、地方公共団体及びＪＲ等からなる地元協議会等において具体的な整備方針を策定

○ 幹線鉄道活性化補助制度を見直し

○ 運輸政策審議会答申、地方交通審議会答申、地元協議会等策定の整備方針に則り、整備を推進

上下分離方式について、「償還型」（調達資金運賃回収型）と「公設型」（非回収型）に大別し、事業
規模無償資金比率、ランニングコスト等に応じ、適用を検討
○

民間主導による整備を基本としつつも、政策的に重要なプロジェクトについては公的主体がこれを
適切に補完する。

○
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暮らし

（１）少子・高齢社会に対応したバリアフリー社会の形成等

「高齢者、身体障害者等を含むすべての人々が安全で快適な社会生活を送ることができるよ
う、公共交通機関等のバリアフリー化を推進する。」

安全

（３）総合的な交通安全対策及び危機管理の強化

「道路と鉄道が連携して踏切道の改良等を実施するとともに、鉄道交通に係る安全対策を実
施する。」

活力

（１）国際的な水準の交通サービスの確保等及び国際競争力と魅力の向上

「国際的な玄関口となる空港や港湾と都市とのアクセスを円滑にする道路、鉄道等を整備す
る。特に、鉄道については、国際拠点空港と都心部の間のアクセス所要時間を３０分台にする
ことを目指し、中部国際空港アクセス鉄道を整備するとともに、成田高速鉄道アクセスの整備を
着実に推進する。」

（２）国内幹線交通のモビリティの向上

「広域ブロック間の交流の促進や効率化を図るため、空港、港湾や開発保全航路、幹線道路、
幹線鉄道等の幹線交通体系を整備する。」

（３）都市交通の快適性、利便性の向上

「公共交通の利便性、信頼性の向上を目指して、都市鉄道等を整備するとともに、自由通路、
駅前広場の整備等交通結節点の改善を進める。」

社会資本整備重点計画（平成１５年～１９年）における鉄道整備の位置付け

社会資本整備事業の実施に関する重点目標及びその達成のための効果的かつ効率的に実
施すべき社会資本整備事業の概要

第２章

国土交通分野の公共事業に係る５箇年計画である社会資本整備重点計画では、鉄道整
備の基本的方向性について定めている。
○

＜現行の社会資本整備重点計画（鉄道関係抜粋）＞

５



整備新幹線の整備進捗状況

新八代

鹿児島中央 平成１６年３月開業

長崎

博多

○南越･敦賀間

○福井駅部

平成20年度末完成予定

九州新幹線
（長崎ルート）

○博多･新八代間

○諫早･長崎間
（ｽｰﾊﾟｰ特急）

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ

（ｽｰﾊﾟｰ特急）

平成22年度末完成予定

〈130km〉

〈21km〉

〈45km〉

武雄温泉

○武雄温泉･諫早間

〈31km〉

諫早

○金沢･南越間

開業区間
建設中区間
新規着工区間
未着工区間（工事実施計画申請中）
未着工区間（工事実施計画未申請）

凡 例

平成１４年１２月開業

東北新幹線

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

○新函館･札幌間

○新青森･新函館間

平成27年度末完成予定

北海道新幹線

北陸新幹線

※石動･金沢間はｽｰﾊﾟｰ特急
⇒フル規格

長野

石動

高崎
南越

敦賀

福井

富山
金沢

平成26年度末完成予定

平成９年１０月開業

〈211km〉

〈149km〉

〈82km〉

〈68km〉

○富山･金沢間
〈170km〉

○長野･富山間

○八戸･新青森間

平成22年度末完成予定

〈86km〉

九州新幹線
(鹿児島ルート）

白山総合車両基地

新鳥栖

○ 北海道新幹線
新青森－新函館間 平成２７年度末完成予定

○ 東北新幹線
八戸－新青森間 平成２２年度末完成予定

○ 北陸新幹線
長野－金沢(白山総合車両基地) 平成２６年度末完成予定
福井駅部 平成２０年度末完成予定

○ 九州新幹線(鹿児島ルート)
博多－新八代間 平成２２年度末完成予定

○ 九州新幹線(長崎ルート)
武雄温泉－諫早間 調整が整った場合には、着工

平成１６年１２月政府・与党申合せによる整備区間

整備新幹線については、平成１６年１２月の政府・与党申合せ「整備新幹線の取扱い
について」に基づき、着工区間の着実な整備を推進している。

○

６
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新八代新八代新八代新八代新八代新八代新八代新八代新八代 延岡延岡延岡延岡延岡延岡延岡延岡延岡

益田益田益田益田益田益田益田益田益田

鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡鶴岡

酒田酒田酒田酒田酒田酒田酒田酒田酒田

大曲大曲大曲大曲大曲大曲大曲大曲大曲

会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松会津若松

新潟新潟新潟新潟新潟新潟新潟新潟新潟

郡山郡山郡山郡山郡山郡山郡山郡山郡山

肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口肥前山口

佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保佐世保

長崎長崎長崎長崎長崎長崎長崎長崎長崎

人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉

吉松吉松吉松吉松吉松吉松吉松吉松吉松

鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央鹿児島中央
都城都城都城都城都城都城都城都城都城

宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎宮崎

銚子銚子銚子銚子銚子銚子銚子銚子銚子

日立日立日立日立日立日立日立日立日立

いわきいわきいわきいわきいわきいわきいわきいわきいわき

福島福島福島福島福島福島福島福島福島

岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼岩沼

仙台仙台仙台仙台仙台仙台仙台仙台仙台

八戸八戸八戸八戸八戸八戸八戸八戸八戸

盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田

山形山形山形山形山形山形山形山形山形

越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢越後湯沢

長野長野長野長野長野長野長野長野長野

高山高山高山高山高山高山高山高山高山

福知山福知山福知山福知山福知山福知山福知山福知山福知山

大分大分大分大分大分大分大分大分大分

新庄新庄新庄新庄新庄新庄新庄新庄新庄

飯田飯田飯田飯田飯田飯田飯田飯田飯田

万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口万座･鹿沢口

姫路姫路姫路姫路姫路姫路姫路姫路姫路

１９号答申に基づき、在来幹線鉄道の高速化のための線形改良、新型車両導入等の
事業が各地で進められてきているが、表定速度90km/h以上の区間は３割強にとどまる。

在来幹線鉄道高速化の進捗状況

表定速度が90km/h以上に向上した区間
（1998→2006） （計404km）

新幹線（2006年3月時点）

函館函館函館函館函館函館函館函館函館

釧路釧路釧路釧路釧路釧路釧路釧路釧路

旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川旭川

北見北見北見北見北見北見北見北見北見

帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広帯広
札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌

東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭東室蘭

稚内稚内稚内稚内稚内稚内稚内稚内稚内

名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄名寄

網走網走網走網走網走網走網走網走網走

根室本線
帯広～釧路（128 km）

88.5→91.6 km/h

停車駅減

山陰本線
鳥取～米子（93 km）
79.5→97.6 km/h
新型車両導入

長崎本線
諫早～長崎（25 km）
87.9→93.4 km/h
新型車両導入

鹿児島本線
熊本～新八代（33 km）
83.4→103.9 km/h
新型車両導入

山陰本線
松江～出雲市（33 km）
85.3→93.4 km/h
新型車両導入、
曲線･構内改良

宗谷本線
旭川～名寄（76 km）

73.7→91.4 km/h

新型車両導入、曲線･構内改良
総武本線

千葉～佐倉（16 km）

87.8→96.6 km/h

ダイヤ改正

○

※JR優等列車の走行区間（新幹線を除く。）

※新幹線と並行する在来線を除く。

＜表定速度90km/h以上の区間の拡大＞

「90km/h以上」 ：
３０ ％(1998年) → ３３ ％(2006年)

「100km/h以上」：
１７ ％(1998年) → ２０ ％(2006年)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2006年
3月

1998年
3月

100km/h以上 90km/h～100km/h 90km/h未満

1,588km 1,189km 6,477km

1,792km 1,180km 6,007km

17% 13% 70%

20% 13% 67%

30％

33％

凡例

＜表定速度の現状＞

※ 実線は1998年から速度増加をした区間

100 km/h ～

90 ～ 100 km/h

90 km/h 未満

表定速度 (2006年)

※ 点線は1998年から速度増加がない区間
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鉄道・高速バス・航空機のシェア推移の例（四国）

高速道路の整備に伴い、輸送モード間の競争は激化しており、その結果、高速バスのシェ
アが伸びる一方、鉄道のシェアが低下している。

宇和島

阿波池田

「しおかぜ」
１４．５往復 ２：４５ ¥4,200
高速バス
６往復 ２：４６ ¥3,900

「いしづち」
１７往復 ２：２９ ¥3,700
高速バス
１５往復 ２：３１ ¥3,600

「南風」
１４往復 ２：３１ ¥3,450
高速バス
９往復 ２：２４ ¥3,150

「しまんと」
５往復 ２：１３ ¥3,100
高速バス
１３往復 ２：０６ ¥3,000

「宇和海・しおかぜ・
いしづち」

１７往復 １：２０ ¥2,550
特急バス
１５往復 ２：０１ ¥1,750

岡山

窪川

宿毛

奈半利

海部後免

甲浦

「うずしお」
１６往復 １：０７ ¥2,450
高速バス
１２往復 １：３０ ¥1,440

高松

中村

徳島

安芸

高知

松山

高松～大阪
鉄道
３５往復 １：５５ ¥6,400
高速バス
５２往復 ３：１５ ¥3,200

松山～大阪
鉄道
１４．５往復 ３：３９ ¥8,500
高速バス
１２往復 ５：１５ ¥6,000
航空機
１６往復 ２：１５ ¥13,100

高知～大阪
鉄道
１４往復 ３：３１ ¥8,150
高速バス
１８往復 ５：０５ ¥5,400
航空機
１２往復 ２：３５ ¥10,600

大阪

列車名称
便数 平均所要時間 運賃
高速バス
便数 平均所要時間 運賃
航空機
便数 平均所要時間 運賃

凡例

※１ 鉄道の運賃は、往復タイプ企画切符の半額で計上
※２ 高速バスの運賃は往復切符の半額で計上
※３ 航空機の運賃は「特割１」の最低額で計上

1,689
(74)

1,179
(50)
1,090
(44)

735
(28)

658
(27) 582

(25)

149
(11)
177
(16)

172
(18)

77(3)35(2) 29(1)

63
（3）
863
(37)

1,177
(47)

59
(3)
175
(7)

369
(16) 1,425

(51)

1,932
(75)

1,940
(76)

47
(4) 133
(12)

320
(33)

106
（５）

40
(2)

955
(37)

839
(35)

752
(33)

143
(5)

830
(64)

640
(59)

464
(48)

423
(18)

273
(11)

233
(9)

831
(32)

759
(31) 588

(26)

1140
(41)

601
(23)

567
(23)

268
(21)

144
(13)

14
(1)

H10

H17

H17

H14

H10

H10

H14

H14

H17

H10
H14

H17

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2,049
(24) 1,873

(22)

2,649
(29)

3,805
(46)

3,104
(37)

1,595
(18)

1,216
(15)

1,520
(18)

2,035
(23)

1,402
(17)

1,777
(21)

2,662
(30)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H10

H14
H17

輸送人員（千人） （カッコ内はシェア　％）

香 川 高 知徳 島愛 媛 合 計

Ｊ
Ｒ

バ
ス

航
空
機

フ

ェ
リ
ー

・
旅
客
船

フ

ェ
リ
ー

・
旅
客
船

航
空
機

バ
ス

Ｊ
Ｒ

四国・関西間における輸送機関別人員及びシェア四国・大阪間における鉄道・高速バス・航空機の競争

香川 愛媛 徳島 高知 合計
Ｈ１０ 52.6 117.7 52.7 51.9 274.9
Ｈ１４ 77.1 154.1 91.7 51.9 374.8
Ｈ１７ 86.7 170.0 104.3 75.8 436.8

四国における高速自動車国道実延長の推移

○

８



○ 現在技術開発中のフリーゲージトレインは、車輪の左右間隔をレールの幅（ゲージ）に合
わせて自動的に変換できる列車で、実用化すれば、新幹線（標準軌1,435㎜）と在来線（狭軌
1,067㎜）の直通運転が可能となる。
○ 新幹線区間では270㎞/h以上、在来線区間では130㎞/h以上の最高速度で走行できるこ
とを目標としている。

フリーゲージトレインの技術開発

在来線
（1,067mm）

軌間変換装置

新幹線
（1,435mm）

新型車両の開発
16年度 ： 試験台車の製作、室内試験台での高速走行等試験
17年度～ ： 新型台車・車体の製作
18年度末～ ： 新型台車・車体の完成（以降 走行試験の実施）

【技術開発の動向】
平成11年4月～13年1月 アメリカ・プエブロ鉄道試験線にて高速走行試験等実施
平成13年10月～ 国内在来線（日豊線、予讃線）にて速度向上、曲線通過試験等実施
平成16年 8 月～10月 山陽新幹線（新山口～新下関間）にて、高速走行試験を実施

９



大都市圏鉄道の整備進捗状況（首都圏）

 

0 10

Kilometers

20

2007 年 3 月現在の整備状況 
既開業

B路線

A2路線

A1路線

既存路線

首都圏新都市鉄道 つくばエクスプレス線 

秋葉原～つくば 

東京モノレール 羽田線 

北総鉄道 
印西牧の原～印旛日本医大 

横浜高速鉄道 

みなとみらい 21 線 

東武鉄道 伊勢崎線（複々線化） 

越谷～北越谷 

埼玉高速鉄道 

赤羽岩淵～浦和美園 

東京臨海鉄道 りんかい線 

東京テレポート～大崎 

東京地下鉄 半蔵門線 

水天宮前～押上 

東京都交通局 大江戸線 

新宿～都庁前 

東京急行電鉄 東横線（複々線化） 

多摩川～武蔵小杉 

小田急電鉄 小田原線（複々線化） 

世田谷代田～喜多見 

西武鉄道 池袋線（複々線化） 

練馬～練馬高野台 

東京都交通局 三田線 

目黒～三田 
東京地下鉄 南北線 

目黒～溜池山王 

東武鉄道 伊勢崎線（複々線化） 

業平橋～曳舟 

東京臨海新交通臨海線 

豊洲～有明 

○ 答申路線の整備状況（平成１９年３月現在）
単位：ｋm

答申延長 未着手 整備中 営業中

Ａ１路線 286 42 96 148
（目標年次（平成２７年）までに
開業することが適当である路線）

(100%) (15%) (34%) (52%)

Ａ２路線 163 148 15 0
（目標年次（平成２７年）までに

整備着手することが適当である路線）
(100%) (91%) (9%) (0%)

Ｂ路線 203 203 0 0
（今後整備について検討すべき路線） (100%) (100%) (0%) (0%)

653 394 111 148
(100%) (60%) (17%) (23%)

計

答申路線の整備状況（平成19年3月現在）

 

259.2km 
着手済 
39.7% 393.7km 

未着手 
60.3% 

既開業
148.2km
22.7%

認可
111.0km
17.0%

未着手
393.7km
60.3%

既存路線

Ａ１路線（目標年次（平成27年）までに
開業することが適当である路線）

Ａ２路線（目標年次（平成27年）までに
整備着手することが適当である路線）

Ｂ路線（今後整備について検討すべき路線）

既開業路線

首都圏の都市鉄道については、平成２７（２０１５）年を目標年次とする旧運輸政策審議会答申第１８
号（平成１２（２０００）年）に基づいて進められている。
これまでに、対象路線長の２３％にあたる１４８㎞が開業するなどの進捗が見られる一方、目標年次
までに開業することが適当とされた路線延長の１５％が未着手のままとなっている。

○

○

１０



都市鉄道利便増進事業の具体事例（相鉄・ＪＲ直通線と相鉄・東急直通線）

平成１７年度に制定された都市鉄道等利便増進法により、既存ストックを有効活用しながら速達性の
向上や駅の交通結節機能の高度化を推進する制度を導入した。

現在、①相鉄・ＪＲ直通線、②阪神三宮駅改良、の２事業が進められており、今年度より、相鉄・東急
直通線の整備にも着手する予定となっている。

○

○

海老名駅

横浜駅

西谷駅
二俣川駅

品川駅

新宿駅

東京駅

渋谷駅
小田急小田原線

ＪＲ東海道線

相鉄いずみ野線

相鉄本線

②相鉄・東急直通線

ＪＲ横須賀線

ＪＲ東海道貨物線

東急東横線

日吉駅

横浜羽沢駅付近

目黒駅

田園調布駅

（新規）

①相鉄・ＪＲ直通線

〔時間短縮効果例〕
現行 ⇒ 整備後 （短縮時間） 〔乗換回数〕

二俣川駅～目黒駅 ５４分⇒３８分 （約１６分短縮）〔２回⇒０回〕
大和駅 ～新横浜駅 ４２分⇒１９分 （約２３分短縮）〔１回⇒０回〕
海老名駅～目黒駅 ６９分⇒５４分 （約１５分短縮）〔２回⇒０回〕
湘南台駅～新横浜駅 ４９分⇒２３分 （約２６分短縮）〔１回⇒０回〕

事 業 概 要

〔相鉄・ＪＲ直通線〕 〔相鉄・東急直通線〕

整備区間 西谷駅～横浜羽沢駅
付近（約２．７㎞）

相鉄・ＪＲ直通線横浜羽沢
駅付近～東急東横線日吉
駅（約１０．０㎞）

概算事業費 約６８３億円 約１，９５７億円

整備期間 平成19～30年度平成18～26年度

予算措置

（補助率１／３）
17年度採択 19年度新規採択

新横浜駅（仮称）
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都市鉄道における混雑緩和の進展
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８区間中２区間２０区間中３区間３１区間中９区間目標混雑率を超えている区間数

１４６％１３４％１７０％平均混雑率

名古屋圏大阪圏東京圏

１００％：定員乗車（座席につくか、吊革につかまるか、ドア付近の柱につかまることができる）。
１５０％：広げて楽に新聞を読める。
１８０％：折りたたむなど無理をすれば新聞を読める。
２００％：体がふれあい相当圧迫感があるが、週刊誌程度なら何とか読める。
２５０％：電車がゆれるたびに体が斜めになって身動きができず、手も動かせない。

（東京圏） （大阪圏） （名古屋圏）

三大都市圏とも、通勤時間帯については全体的に改善が進んでいる。
しかしながら、いずれの都市圏にも目標混雑率を達成できていない区間が残っているほか、
その他の時間帯についても混雑緩和を図るべきとの指摘がある。

○
○

１２



都市鉄道における相互直通運転の進展

65%

35%
相直路線延長
約 870km

東京圏鉄道総延長
約2,470km

注：１．東京圏の範囲は都市交通年報の範囲（概ね50km圏）
　　２．2005年1月現在

相直路線以外の延長
約1,600km

○東京圏の相直路線の割合（2005年）

○東京圏における相直の進展（１９８０年→２００５年）

相互直通運転（相直）の計画は、都市交通
審議会答申第１号（昭和31年）の中で方針が
示され、順次その路線が拡大してきた。

現在、東京圏の相直路線は約870kmで、
東京圏鉄道総延長の約35％に達している。

○

○
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相互直通路線における運賃

○ 相互直通路線では、初乗運賃が複数回適用されるため、割高になる場合が多いが、乗継割引幅を大

きくして割高感を解消している例もある。

■明治神宮 ～ 梅が丘（東京メトロ ⇔ 小田急）
・通算営業キロ ５ｋｍ
・運賃 ２６０円（乗継割引２０円）

①東京メトロを５ｋｍ利用した場合の運賃 １６０円
②小田急を５ｋｍ利用した場合の運賃 １５０円

■東山 ～ 大谷（京都市 ⇔ 京阪）
・通算営業キロ ７．８ｋｍ
・運賃 ２９０円（乗継割引９０円）

①京都市交を７．８ｋｍ利用した場合の運賃 ２８０円
②京阪を７．８ｋｍ利用した場合の運賃 ２８０円

■福岡市 ⇔ JR九州
・通算営業キロ １１．５ｋｍ
・運賃 ４５０円（乗継割引２０円）

①福岡市交を１１．５ｋｍ利用した場合の運賃 ３２０円
②JR九州を１１．５ｋｍ利用した場合の運賃 ２７０円

●同じ営業キロを利用した場合の乗継利用運賃と単独利用運賃（例）
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空港アクセス鉄道の整備事例（成田高速鉄道アクセス）

国際的な空港へのアクセスの改善は、利用者利便性の向上や、国際競争力の強化等の観点から重
要である。

運輸政策審議会答申第１９号において、国際的な「空港と都心部との間の所要時間を３０分台とする
ことをめざす」こととされている。

○

○

成田国際空港については、現在進めている成田高速鉄道アクセスの整備により、都心と成田空港と
の間の所要時間が５０分台から３０分台に短縮される予定である。

○

時間圏域

６０分（現在）

日暮里 京成高砂

成田空港

羽田空港

JR

京成

東京

時間圏域
６０分（現在）

６０分（改善後）

日暮里 京成高砂

成田空港

羽田空港

JR

京成

北総線

京成上野

印旛日本医大
日暮里駅の改良

都心～成田空港間
現行５０分台→３０分台
（平成２２年度開業予定）

成田高速鉄道アクセスの整備
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サービスに利用者の声を反映させるための鉄道事業者の取組み

○ 鉄道事業者各社では、サービスの向上に役立てることを目的として、様々な方法で利用者の意見の

収集に努めている。

○ ただし、調査の方法や結果の公表等について各社の対応はまちまちであり、個々の路線で利用者が

サービスをどのように評価しているかを客観的に比較することはできない。

鉄道事業者が利用者に対して行っているアンケートの例

●接客サービスについてのアンケート ●迷惑行為アンケート

１６



近年廃止された鉄道路線

○ 平成１２年度以降、全国で２２路線・ ５０３．１㎞の鉄道が廃止された。

平17.4.112.7忠節～黒野名古屋鉄道揖斐線１７

平17.4.118.1常北太田～鮎川日立電鉄日立電鉄線

平16.4.18.6猿投～西中金〃〃

平16.4.116.4碧南～吉良吉田名古屋鉄道三河線１６

平14.4.112.9信州中野～木島長野電鉄河東線１４

平14.5.262.6和歌山港～水軒南海電気鉄道和歌山港

平14.10.216.2東古市～永平寺京福電気鉄道永平寺線

平14.8.120.9野辺地～七戸南部縦貫鉄道南部縦貫鉄道
線

平15.1.15.6藤並～金屋口有田鉄道有田鉄道線

１５ 平15.12.146.2可部～三段峡ＪＲ西日本可部線

平17.4.161.0穴水～蛸島のと鉄道能登線

平13.10.16.7江吉良～大須〃竹鼻線

平13.4.120.4穴水～輪島のと鉄道七尾線１３

平13.4.118.0下北～大畑下北交通大畑線

平13.10.15.6黒野～本揖斐名古屋鉄道揖斐線

平13.10.111.2黒野～谷汲〃谷汲線

明智～八百津

区間

平13.10.17.3〃八百津線

営業廃止

年月日

営業
キロ

会社名線名年度

１９

平19.4.127.2石岡～鉾田鹿島鉄道鹿島鉄道線

平19.4.19.9西鉄新宮～津
屋崎

西日本鉄道宮地岳線

平19.4.125.7石越～

細倉ﾏｲﾝﾊﾟｰｸ
前

くりはら

田園鉄道

くりはら

田園鉄道線

平18.12.119.9猪谷～奥飛騨
温泉口

神岡鉄道神岡線

１８ 平18.4.21140.0池田～北見北海道ちほく

高原鉄道

ふるさと銀河線

区間 営業廃止

年月日

営業
キロ

会社名線名年度

１７



注）１．被害額が１，０００万円以上の災害を対象とした災害報告書より集計

２．１８年度は３／四半期までの集計

自然災害による被害と地方鉄道

自然災害に伴う復旧は、経営環境の厳しい地方鉄道にとっては大きな負担となる。○

例えば、平成１６年の台風により宮崎県の高千穂鉄道では橋梁の流出などの大きな被
害が発生し、多額の復旧費用を賄える見込みが立たないことから、同社では、一部区間に
ついて平成１８年９月に廃止届出を行った。

○

高千穂鉄道の被害状況

１８
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地域公共交通の活性化及び再生に関する法律案①（法案の概要）

基本方針 （国のガイドライン）

関連交通事業法の事業許可等の手続きの合理化等

１．計画の作成・実施

２．新たな形態による輸送サービスの導入円滑化

スキーム概要

市町村 公共交通事業者 ※ 道路管理者 住民＊

協議会

地域公共交通総合連携計画
○地域の関係者が、地域公共交通の活性化・再生のために、地域総合的に検討し、合意形成を図る。

等国 に よ る総合的支援

海上運送サービス
の改善

乗継の改善 地方鉄道の再生

主務大臣は、地域公共交通の活性化及び再生に関する基本方針を策定

ＬＲＴの整備 ＢＲＴの整備、
オムニバスタウンの推進

その他
・地域のバス交通の活性化や、地方鉄道
の活性化等による地域住民や観光客のた

めの公共交通サービスの改善
・地域による利用促進活動 等

注１ ＬＲＴ（Light Rail Transit）
低床・バリアフリー設計の新車の投入、屋根付きの快

適な停留所、高速・定時性の確保等を組み合わせた機能
を備えた次世代型路面電車システム

注２ ＢＲＴ（Bus Rapid Transit）
輸送力の大きなノンステップバスの投入、バス専用

レーン、公共車両優先システム等を組み合わせた高次の
機能を備えたバスシステム

港湾管理者 公安委員会＊ ※鉄道、軌道、バス、
タクシー、旅客船等

ＩＭＴＳ（ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞ ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ） 水陸両用車

等

ＤＭＶ（ﾃﾞｭｱﾙ ﾓｰﾄﾞ ﾋﾞｰｸﾙ）
・軌道と道路の両方の走行が可能な車両

・磁気誘導による専用
道路部分と一般道路
の両方を走行する車両

等

・ＬＲＴ整備に関する軌道事
業の上下分離制度の導入

・ＬＲＴ車両購入費等につい
て自治体助成部分の起債
対象化

等

・ＬＲＴ整備に関する軌道事
業の上下分離制度の導入

・ＬＲＴ車両購入費等につい
て自治体助成部分の起債
対象化

等

・計画認定による事業許可等
のみなし取得
・ＢＲＴの車両購入費、オムニ
バスタウン計画に基づく施設
整備事業等について自治体
助成部分の起債対象化

等

・計画認定による事業許可
等のみなし取得
・計画認定による事業許可
等のみなし取得

・計画認定による事業
計画変更認可等の
みなし取得

・運行計画を事後届出制
に緩和

・共通乗車船券に係る
一括届出化

・計画認定による事業
計画変更認可等の
みなし取得

・運行計画を事後届出制
に緩和

・共通乗車船券に係る
一括届出化

・鉄道再生実施計画作成の
ための廃止予定日の延期

等

・鉄道再生実施計画作成の
ための廃止予定日の延期

等

法律上の特例措置

・計画作成等の提案制度
・協議会の参加要請応諾義務 （＊公安委員会、住民は除く）

協議会参加者の協議結果の尊重義務

・計画作成等の提案制度
・協議会の参加要請応諾義務 （＊公安委員会、住民は除く）

協議会参加者の協議結果の尊重義務

予 算 等

・計画策定経費支援
・関係予算を可能な限り
重点配分、配慮
・地方債の配慮

等

市町村と地域の関係者が連携して地方鉄道の再生やＬＲＴの整備などに取り組み、国が
法律上の特例措置などで支援する枠組みとなっている。
○
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鉄道再生事業方式（想定される運用）

総合連携計画に鉄道再生事業の実施を記載

従来の廃止手続

廃 止

１年間 代替交通機関協議

廃 止 届 出

廃止の意向表明（非公式）

非
公
式
協
議

廃 止 届 出

廃止の意向表明（非公式）

市町村等と事業者の合意
が成立すれば作成

経営改善目標
を達成した場合

経営改善目標を達
成しなかった場合

代替交通機関協議

廃 止

鉄道再生実施計画の作成・実施

廃止の再届出 地域の支援を恒久化
して存続

協議

透明性・効率性
の高い公式協議
を制度化

地域の支援によ
る鉄道再生事業
が選択肢に

合意に至らなけれ
ば１年後に廃止

市町村の支援により実施

事業者 事業者

事業者

事業者 事業者

事業者 市町村等、事業者

市町村等、事業者

協議会

事業者

（協議のための廃止予定日の延期あり）（協議のための廃止予定日の延期あり）

【問題点】
・期限なし
（先送り、長期化の傾向）
・透明性の欠如

６ヶ月間

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律案②（鉄道再生事業関係）

事業者が単独では維持できなくなった鉄道路線について、地域の支援による存続に向
けて自治体と事業者が協力して取り組むことができるようになる。
○
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地方鉄道再生に係る事例（三岐鉄道北勢線の例）

全角スペース

三岐鉄道・北勢線における維持・再生事例（三重県）

○平成15年4月： 三岐鉄道営業開始
（近鉄は、鉄道施設を無償譲渡）

・国による支援

－公共交通活性化総合プログラム

－幹線鉄道等活性化事業費補助

・「ひと駅いちテーマ」とした、周辺住民

が自ら主体となった駅の運営の実施

○国・自治体による総合的な支援

○周辺住民の取組例

－まちづくり交付金

・沿線自治体による支援

→ 関係者の合意形成

→ 施設整備による所要時間短縮

→ 駅前整備、駐輪場整備、Ｐ＆Ｒ

－自治体が用地取得、三岐鉄道に無償貸与
－運営費補助

－鉄道軌道近代化設備整備費補助

→ サービス改善設備の整備

－施設整備への補助

三岐鉄道・北勢線は、沿線自治体による支援、国による支援、周辺住民の取組が一体と
なって路線の維持・再生が実現した。
○

２１



廃止路線を観光鉄道として活用する構想（神岡鉄道の例）

奥飛騨温泉口

猪 谷

＜廃止時の施設の概要＞

○運行区間 ： 猪谷～奥飛騨温泉口間（１９．９km、７駅）

○施 設 ： 単線、非電化

神岡鉄道（平成１８年１２月１日廃止）について、地元において観光鉄道として復活させる構想が
ある。

カミオカンデをはじめとする研究施設、渓谷等の自然、町並みを観光資源として有効活用しようと
するもので、飛騨市が中心となって検討を進めている。

○

＜神岡鉄道路線図＞

Ｈ１８．１１．３０ 中日新聞

○

神岡宇宙素粒子研究所
（カミオカンデ）

２２



地方鉄道をめぐる鉄道事業者と地域が協力しあう取組みの例①

地域の支援により鉄道事業を再生を図っている事例（和歌山電鐵）

○ 廃止届出が行われた路線について、事業承継会社の確保、存続後の事業運営への財政支援等に

地域が主体的な役割を果たし、存続に成功した例も見られる。

南海貴志川線は、利用者の減少等により廃止を届出

（平成16年８月）

○貴志川線譲渡譲受の基本スキーム

鉄道用地保有

補助

和歌山県
補助

２億３千万円

譲渡

無償貸与

２億３千万円

鉄道施設

鉄道用地

鉄道施設

南海電気鉄道㈱

無償譲渡

和歌山市

紀の川市

和歌山電鐵㈱

運営費補助

１０年間
８億２千万円

大規模修繕費用

２億４千万円

補助

和歌山県、和歌山市、旧貴志川町が支援する条件で、
和歌山電鐵が事業を承継。

（平成18年４月）

２３



地方鉄道をめぐる鉄道事業者と地域が協力しあう取組みの例②

○ 観光需要の掘り起こしのために鉄道事業者と地域が協力する取組みが広く行われている。

ＪＲ６社、地方自治体、観光事業者が協力して実施する観光キャンペーン（昭和５３年から）

地方自治体、観光事業者‥‥イベント等の受け入れ体制の整備

ＪＲ６社 ‥‥キャンペーン開催地を集中的にＰＲ。全国から集客を図ることで鉄道の利用を促進する。

ちばディスティネーションキャンペーン（開催中）

ディスティネーションキャンペーンの例

１ キャンペーン期間 ２００７年２月１日（木）から４月３０日（祝･月）
２ 開催地域千葉県全域
３ キャンペーンテーマ 「房総発見伝」
４ キャッチフレーズ 「花と海心やすらぐ千葉の旅」
５ 主なイベント内容
各市町村の個性を活かした魅力あるイベント・おもてなしで、お

客さまをお出迎えします。
①「房総発見伝！オープニングフェスティバル 」 館山市
②「小江戸・佐原 まちめぐりウォーキング 」 香取市
③「九十九里浜ウォークフェスタ」 九十九里浜
④「房総発見伝！グランドフィナーレ 」 千葉市
６ イベントと連携した列車の運行

特急かつうらひなまつり号
SL南房総号

２４



鉄道事業者に対する地方自治体のサービス改善要望

Ａ県の事例

。

自治体の要望

通勤通学時間帯において普通列車を増発し、かつ、Ｂ
駅～Ｃ駅間における運行は快速運転とすること。

鉄道事業者の回答

通勤通学時間帯は現有車両をほとんどフル稼働させ
ており、車両運行に余裕がない状況である。また、Ｂ
Ｃ間については、快速にすることによって、止まらない
駅の利用者へ不便をかけられないため難しい。

莫大な投資が必要であり、厳しい。

自治体の要望

鉄道事業者の回答

Ｄ駅以北の線形改良等により上野駅～Ｅ駅間２時
間以内の運行を実現させること。

自治体の要望

ディスティネーションキャンペーンで特急○○が
好評だった。臨時列車として今後の継続を要望し
たい。

鉄道事業者の回答

特急○○については今後検討したい。

自治体の要望

Ｂ市で行われるプロ野球観戦後の帰りの臨時列車
を運行してほしい。

鉄道事業者の回答

全国的に有名な伝統行事の開催の際には臨時列
車を運行しているので、検討したい。

○ 便数増、高速化、終電の延長等に関する要望の多く
は、事業者の経営判断から実現に至らないことも多い。

○ その一方で、鉄道事業者において費用対効果等
の観点を踏まえて前向きな対応を示す場合もある。

Ａ県の事例

○ 多くの地方自治体では、地域のニーズを把握した上で、鉄道事業者に対してサービスの
善に関する様々な要望を行っている。
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ＬＲＴ整備の現状

長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）

【H17】
・低床式車両の導入（３両：１編成）

＜計画期間：H17～22＞
※長崎市ＬＲＴプロジェクト推進協議会

長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）

【H17】
・低床式車両の導入（３両：１編成）

＜計画期間：H17～22＞
※長崎市ＬＲＴプロジェクト推進協議会

伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）

【H17】
・低床式車両の導入（１両）
・ＩＣカード乗車券システムの導入
【H18】
・低床式車両の導入（１両）

※伊予鉄道ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）

【H17】
・低床式車両の導入（１両）
・ＩＣカード乗車券システムの導入
【H18】
・低床式車両の導入（１両）

※伊予鉄道ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）

【H17】
・低床式車両の導入（15両：３編成）
【H18】
・低床式車両の導入（15両：３編成）

※広島市圏ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）

【H17】
・低床式車両の導入（15両：３編成）
【H18】
・低床式車両の導入（15両：３編成）

※広島市圏ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

富山ライトレール（富山市）富山ライトレール（富山市）富山ライトレール（富山市）

【H17】
・低床式車両の導入（１４両：７編成）
・停留施設の整備（新設・ホーム嵩下げ）
・制振軌道の整備
・ＩＣカード乗車券システムの導入

※富山港線路面電車化推進協議会

＜LRT化事業はH17で完了＞

豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）

【H18】
・停留施設の整備

※豊橋路面電車活性化推進協議会

＜計画期間：H18～22＞

豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）

【H18】
・停留施設の整備

※豊橋路面電車活性化推進協議会

＜計画期間：H18～22＞

万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）

【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※万葉線再生計画策定推進会議

＜計画期間：H17～21＞

万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）

【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※万葉線再生計画策定推進会議

＜計画期間：H17～21＞

鹿児島市交通局（鹿児島市）鹿児島市交通局（鹿児島市鹿児島市交通局（鹿児島市））

【H18】
・低床式車両の導入（４両：２編成）、
変電所の整備、車庫の整備

※鹿児島市ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H18～22＞

岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）

【H18】
・ＩＣカード乗車券システムの導入

※岡山電気軌道整備プロジェクト推進協議会

＜計画期間：H18～20＞

岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）

【H18】
・ＩＣカード乗車券システムの導入

※岡山電気軌道整備プロジェクト推進協議会

＜計画期間：H18～20＞

福井鉄道（福井市）福井鉄道（福井市）福井鉄道（福井市）

【H17】
・低床式車両の導入（２両）
・停留施設の整備（ホーム嵩下げ）
・変電所の整備

※福井鉄道福武線活性化検討協議会

＜計画期間：H17～21＞

函館市交通局（函館市）函館市交通局（函館市函館市交通局（函館市））

【H17】
・制振軌道の整備
【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※函館市路面電車整備推進協議会

＜計画期間：H17～21＞

函館市交通局（函館市）函館市交通局（函館市函館市交通局（函館市））

【H17】
・制振軌道の整備
【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※函館市路面電車整備推進協議会

＜計画期間：H17～21＞

H17～実施事業者H17H17～実施事業者～実施事業者 H18～実施事業者H18H18～実施事業者～実施事業者

【H17】【H18】ともに実施済み

事業内容は、H18実施分までを記載している。

（注）

H18以降は近代化事業

H17～実施事業者
（ＬＲＴ総合整備事業に基づくもの）

H17H17～実施事業者～実施事業者

（ＬＲＴ総合整備事業に基づくもの）（ＬＲＴ総合整備事業に基づくもの）

○ＬＲＴシステム整備費補助事業概要（平成１７～１８年度）

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

ＬＲＴプロジェクト推進協議会の設置

事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

合意形成・ＬＲＴ整備計画の策定

ＬＲＴプロジェクトの概要

路面電車走行空間改築事業 都市交通システム整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

鉄道局

・低床式車両その他ＬＲＴシステムの構築に
不可欠な施設の整備に対して補助

・補助率１／４

・総合的な都市交通の戦略に基づく公共
交通の施設整備に対し包括的に支援・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援

○ 国土交通省では、ＬＲＴ総合整備事業等により、関係部局が連携してＬＲＴの整備を推進している。

富山ライトレールの整備では、ＬＲＴ総合整備事
業による総合的な支援を実施。
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地域公共交通活性化・再生法案による上下分離方式のＬＲＴ整備

事業者の初期投資負担の軽減等を図り、地域の意欲ある取組みを効率的に支援することを目的とし
ている。
地方自治体によるインフラ整備を前提として、開業後の安全運行・安定経営を確保することができる。

軌道運送事業者

軌道整備事業者（地方公共団体等）

施設の
貸付け

貸付料の
支払い

施設（※）を借り受けて運行。

線路・電気設備・信号施設などの施設（※）を建設し、保有。

（※）車両を含む場合も想定しうる。

使用条件（賃料
等）、管理責任に
関する契約

安全性、継続性を確
保するため、上下間
の契約、体制等を認
定でチェック

法 制 度

国が車両購入費
建設費等を補助

財政支援

○

○
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欧州におけるＬＲＴの活用事例

そこで、自動車による中心市街地の
通過交通を抑制するため、郊外の高
速道路整備と中心市街地に乗り入れ
る幹線道路を遮断するとともに、
LRTを整備。

＜フランス・ストラスブールの例＞

中心市街地を通過する自動車が1988
年の時点で１日５万台に達しており、
中心市街地の環境悪化、交通渋滞が
問題となった。

自動車によらない、良好な歩
行空間を確保するためトラン
ジットモールを整備。

ヨーロッパでは、環境問題や渋滞問題などに対応するため、LRTを導入する都市が増えて
いる。
これらの都市では、LRTの整備だけではなく、自動車交通との機能分担も含めた総合的な
交通計画、トランジットモール等の自動車利用の抑制策などをパッケージで実施している。

○

○
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大都市高速鉄道の単位費用は横ばいで推移している一方、経営環境がより厳しい地方
鉄道では削減が進んでいる。

ともに固定費の割合が大きく、経営改善のためには固定費の削減が不可欠となっている。

鉄道事業者の費用構造・水準の推移

○走行１㎞あたりのコスト

大都市高速鉄道 地方鉄道 大都市高速鉄道 地方鉄道 大都市高速鉄道 地方鉄道 大都市高速鉄道 地方鉄道

その他 36.9 25.0 39.1 24.9 34.1 26.0 32.8 32.0
償却費 153.1 52.5 172.1 64.5 184.6 62.2 183.8 95.9
一般管理費 38.3 48.2 37.5 45.3 36.5 40.2 51.6 47.4
保守・輸送管理費 41.3 46.6 40.1 45.5 39.8 39.4 37.3 38.6
運輸費 134.7 139.0 138.6 123.2 142.8 107.7 131.9 102.4
運転費 112.9 142.6 113.6 131.9 116.2 121.3 105.3 119.3
線路・電路・車両保存費 149.3 182.9 144.8 150.2 141.4 134.7 126.0 151.0

平成16年度平成2年度 平成7年度 平成12年度
0

100

200

300

400

500

600

700

800

（円）

666.5 685.8

585.5

695.4

531.5

668.7

586.6
636.8

○

○
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新車価格の推移

○ 鉄道車両の新車価格はこれまで上昇を続けてきたが、平成１６年度以降、初めて下落し始

めた。

○ 車両の規格統一の動きに伴う生産コストの低下もその理由の一つと考えられる。

147 159 138 78 4 新車価格（名目ベース）

平成１６年度～
平成６～１５年

度
昭和５９～平成５

年度
昭和４９～５８年

度
昭和３９～４８年

度

※調査車両：電動客車
※調査対象：大手民鉄１６社

0

20
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180

昭和３９～４８年度 昭和４９～５８年度 昭和５９～平成５年度 平成６～１５年度 平成１６年度～

百万円

車両価格

実質車両価格※

単位：百万円

新車価格 （点線は現在の貨幣価値に換算した実質価格）
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○ （社）日本鉄道車輌工業会では、平成１５年に標準仕様ガイドラインを策定し、大都市圏の地下鉄路線

又は近郊路線における通勤・通学用電車の標準仕様として車両長１８m及び２０mの「プロトタイプ車」を
規定するなどした。

○ 同ガイドラインに準拠して製造された車両は７６３両に達している。

○ 日立製作所の新工法アルミ製電車（平成１１年～）

ＪＲ九州８１５系、ＪＲ東日本Ｅ２５７系、東武５００００系 など

○ ＪＲ東日本・東急車輌・川崎重工のステンレス製通勤電車（平成１２年～）

ＪＲ東日本Ｅ２３１系、相模鉄道１００００系、東急５０００系 など

○ 日本車輌製造の「日車式ブロック工法」（平成１３年～）

京王電鉄９０００系、名古屋鉄道３００系 など

車両規格の統一

平成１１年頃から、首都圏の通勤路線を中心に、事業者独自の車両規格の統一化や、相互直通する
事業者間による車両規格の統一化の動きが始まっている。

車両メーカーなどが独自に車両規格を平準化して製造した例

通勤・近郊電車の標準仕様ガイドライン

３１

鉄道車両の標準化の目的

○ 製造コストの低減・保守の効率化

○ ドア位置の統一によるホームドア等の設置のための環境整備

○ 海外への車両輸出の促進

○



23,785 23,893 23,747

25,577

24,220

21,073

19,772

14,538

15,696 16,145 16,533 16,742 16,829 17,000 17,055

10,241
10,677 10,911

11,434
11,916 12,010 11,810

11,336

23,052

7000

10000

13000

16000
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22000

25000

S45 50 55 60 H2 7 12 16・17
年度

関西民鉄５社利用者 人口（大阪府・京都府・兵庫県） 生産年齢人口（左に同じ）

大阪圏における人口と民鉄利用者数の推移

利用者（十万人） 人口（千人）

関西民鉄５社の利用者数は１９９０年代から減少に転じており、生産年齢人口の減少も
その理由の一つと考えられる。
○
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全国・三大都市圏の人口推移見通し

○ 日本の人口は、これまでの予測より早く、２００５年に減少に転じた。
○ 生産年齢人口については、既に２０００年に大阪圏、名古屋圏と全国で減少に転じている。
○ ２０２０年には、東京圏でも人口減少時代を迎える見通しとなっている。

◇ 人口の推移

○ 大都市圏の将来推計人口

出典：都道府県別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

（単位：千人）
2000年 2010年 2020年 2030年

埼玉県 6,938 7,188 7,178 6,917
千葉県 5,926 6,093 6,037 5,764
東京都 12,064 12,431 12,436 12,150
神奈川県 8,490 8,817 8,847 8,624

33,418 34,529 34,498 33,455
100.0 103.3 103.2 100.1
7,043 7,205 7,114 6,834
100.0 102.3 101.0 97.0

京都府 2,644 2,647 2,578 2,443
大阪府 8,805 8,673 8,269 7,661
兵庫県 5,551 5,643 5,554 5,325

17,000 16,963 16,401 15,429
100.0 99.8 96.5 90.8

126,926 127,473 124,107 117,580
100.0 100.4 97.8 92.6

全国

東京圏

名古屋圏

大阪圏

計

愛知県

計

○ 大都市圏の生産年齢人口の推移○ 全国の人口の将来推計人口

124,000

124,500

125,000

125,500

126,000

126,500

127,000

127,500

128,000

128,500

(2000) (2005) (2010) (2015) (2020)

Ｈ１４推計の予想
ピークは2006年

Ｈ９推計の予想
ピークは2007年

参考：高齢者比率（Ｈ１４推計）

2006：約５人に１人が高齢者

2025：約４人に１人が高齢者

2050：約３人に１人が高齢者

2004年12月にピーク
12,783万人

【凡例】

※青線：実績値（総務省統計局国勢調査）

※黒実線：平成１４年度推計

※黒点線：平成９年度推計

（単位：千人）

1995年 2000年 2005年
埼玉県 4,977 5,011 4,892
千葉県 4,225 4,236 4,155
東京都 8,705 8,686 8,696
神奈川県 6,098 6,121 6,088

24,005 24,054 23,831
100.0 100.2 99.3
4,919 4,915 4,901
100.0 99.9 99.6

京都府 1,842 1,810 1,755
大阪府 6,412 6,224 5,914
兵庫県 3,756 3,776 3,667

12,010 11,810 11,336
100.0 98.3 94.4
87,165 86,220 84,092
100.0 98.9 96.5

大阪圏

計

全国

東京圏

計

名古屋圏 愛知県
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鉄道抵当制度の概要

鉄道駅

車両

線路

抵当権① 抵当権② 抵当権③

通常の抵当制度

鉄道駅

車両

線路

抵当権

鉄道抵当制度

○ 民法上の原則では、個別の設備や権利毎に抵当権が設定されることとされているのに
対し、鉄道抵当法では、鉄道事業を構成するすべての設備や権利を一体で鉄道財団とし
て設定した上で抵当権が設定されることとされている。

○ 担保力が大きくなるメリットがある一方、現在の運用では、鉄道財団を構成する個々の
施設について地上権が設定できないこととされているため、鉄道事業者が行う駅の再開
発等に制約となっているとの指摘もある。
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鉄道事業者をめぐるＭ＆Ａ

○ 近年、内外の投資ファンドや異業種企業による投資・経営革新の動きが活発化しており、鉄道事業者

がＭ＆Ａの対象とされる事例も生じている。

○ 本年５月１日からはいわゆる「三角合併」が解禁され、外国企業による日本企業の子会社化の動きが

加速するとの見方も出ている。

〈三角合併の仕組み〉

Ａ 社

100%
出資

合併対象日本企業
（消滅会社）

子会社
（存続会社）

吸収合併吸収合併

Ａ社株式Ａ社株式

Ｃ社株主

外国親会社

海

外

日

本

国

内

Ｂ 社 Ｃ 社

〈「村上ファンド」と阪神の例〉

H18.6.6（火）
産経新聞（朝刊）
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鉄道以外の用途への駅の活用事例

自治体が図書館等の施設を併設している例 鉄道事業者が託児所を併設している
例

鉄道事業者が病院を併設している例鉄道事業者が福祉施設を併設している例

〔東急電鉄〕

本年１１月に、大
岡山駅上部に東
急病院を移転させ
る予定。

〔ＪＲ西日本〕

六甲道駅などで子
会社が託児所を設
置・運営。

〔神戸電鉄〕
小野駅、緑が丘駅など
で保育園やケアセン
ターを設置・運営。

神鉄ケアサービスセンター三田

〔福岡市〕
筑前新宮駅に図書
館・公民館を設置。

〔仙台市〕
地下鉄仙台駅に市
役所出張所を設置。

地方自治体や鉄道事業者が駅に公共施設や公益的施設を設置する動きが活発化して
いる。
利用者の利便性向上に資するほか、地方鉄道では利用促進効果も期待される。

○

○
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ＪＲ富山港線のＬＲＴ化と併せて、増発等の利便性向
上や市民参加による支援などの取組が行われている。

富山市がフィーダー輸送網を整備し、鉄道事業
者が増便等を行うことでＪＲ高山線を活性化

まちづくり施策と鉄道の連携事例（富山市）

沿線全体

・運行本数の増加
・利用促進キャン
ペーン

・効果検証（実態調
査等）

・フィーダーバス
・パーク＆ライド

・乗合タクシー

・フィーダーバス
・パーク＆ライド

・フィーダーバス

富山市の取組

各駅の状況に応じて駅から住宅地までの輸送
手段（フィーダーバス、乗合タクシー）を確保

パーク＆ライド促進のため駐車場を整備

ラッシュ時３０分に
１本を確保

昼間１時間に１本

を確保（従来２時
間）

終電を１１時台に

（従来１０時台）

ＪＲ西日本の取組

実験期間
２００６年１０月～２００８年３月

実験開始から４ヶ月間で
約１割の利用者増

ラッシュ時１０分に１本
を確保（従来３０分）

昼間１５分に１本を確
保（従来１時間）

終電を１０時台

（従来９時台）

富山ライトレールの取組

コンパクトなまちづくりを進めるため、まちな
か居住の促進、中心市街地の活性化などの
施策を実施。

同時に、次のような公共交通の整備、活性
化策を合わせて実施。

利用者は年間１６５万人の見込
み（当初見込みより約１．５倍

○ 富山市では、本格的な少子高齢化社会を見据え、過度に自動車に頼らないコンパクトなま
ちづくりに取り組んでいる。
○ その一環として、鉄道事業者と協力して、高山線の利用促進とＬＲＴの整備を推進している。
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駅、車内における粗暴犯（暴行、傷害等）件数

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

車内 駅等 計

駅、車内における窃盗犯件数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

車内 駅等 計

犯罪行為等の増加

○ 駅、車内における犯罪件数は近年減少する傾向にある。

○ しかしながら、窃盗等の犯罪が大きく減りつつある一方、旅客や鉄道係員に対する暴力行為は逆に増

加している。

参考：警察庁ＨＰ「刑法犯の発生場所別認知件数」

駅、車内における犯罪件数

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

車内 駅等 計
※Ｈ１８は上期に２を乗じた数字

※Ｈ１８は上期に２を乗じた数字

全体で見ると
犯罪行為等は
減っているが・・・

減っているのは
主に窃盗など

※Ｈ１８は上期に２を乗じた数字

旅客・駅社員などへの
暴力等は増加している
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バリアフリー化に関する整備目標と進捗状況

段差解消された駅の割合及び整備目標

44%

49%

56%

7割強

29%

33%

39%

100%

H12末 H13末 H14末 H15末 H16末 H17末 H19末 H22末

平成１７年３月末

５千人 段差の解消 視覚障害者 身体障害者 車両

以上の 誘導用ブロ 用トイレ

駅数 ック

鉄軌道駅 2771 56% 83% 43% 32%

（ ）（100%） （100%） （100%） 30%

注：移動円滑化基準に適合している割合。

（ ）内は平成２２年までの目標。

○段差解消された駅の割合及び整備目標 ○鉄軌道駅及び鉄軌道車両のバリアフリー化状況

鉄道駅のバリアフリー化は着実に進んでいるが、目標達成のためには施工が困難な駅の
扱い等の課題に対応していく必要がある。

平成１８年３月末

○

バリアフリー法に基づく
「基本方針」の整備目標

「社会資本整備重点計画」
に基づく目標

（年度）

３９
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ホームドア・可動式ホーム柵の普及状況

新規開業路線を中心にホームドア・可動式ホーム柵
の普及が始まっているが、まだ極めて一部の駅に限ら
れている。

○

４０

多摩都市ﾓﾉﾚｰﾙ(19)

ゆりかもめ(16)

東京メトロ南北線(19)

京都市交東西線(15)

愛知高速交通(9)

ｽｶｲﾚｰﾙｻｰﾋﾞｽ(3)

大阪市交南港線(15)

大阪ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄｼｽﾃﾑ(3)

神戸新交通
六甲アイランド線(6)

広島高速交通(15)

神戸新交通
ポートアイランド線(13)

九州新幹線(5)

山陽新幹線(1)

東海道新幹線(1)

北陸新幹線(3)

東北新幹線(6)

常磐新線(20)

東急目黒線(11)

都営三田線(24)

福岡市交七隈線(16)

名古屋市交上飯田線(2)

名古屋臨海高速鉄道(10)

沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ(15)

東京メトロ千代田線(2)

東京メトロ丸ノ内支線(4)

福岡市交箱崎線(7)

福岡市交空港線(13)

新設駅にホームドアを設置した路線(駅数)

新設時に可動式ホーム柵を設置した路線(駅数)

舞浜リゾートライン(4)

横浜新都市交通(14)

東京ﾓﾉﾚｰﾙ(10)

埼玉高速鉄道(8)

東海道新幹線(2)

既設駅に可動式ホーム柵を設置した路線(駅数)



１．鉄道に対する国民からの要請の高度化
安全・安定輸送の確保、移動制約者等への対応、環境への配慮、情報公開等

２．経済社会環境の変化
事前規制から事後チェック型行政への要請の高まり

３．技術環境の変化
技術革新等により、従来の規制での対応が実態にそぐわない

４．事業者の技術力格差の拡大
事業者の技術力に応じた行政手法の必要性

５．技術力の所在の変化
外注化の進展

平成９年１２月
運輸大臣より

運輸技術審議会へ諮問

平成１０年１１月
運輸技術審議会諮問第２３号答申
「今後の鉄道技術行政の
あり方について」

○諮問にあたっての背景

○答申に示された具体的施策とその後の対応について（１）

◆具体的施策 ◆講じられた施策等

１．技術基準のあり方
①新技術の導入や個別事情への柔軟な対応が可能な基
準を策定
②国が定めるべき基準は、社会的に求められる最小限
の水準を規定（安全の確保、移動制約者への配慮等）

２．事前規制のあり方
①鉄道事業の活性化・事業者の負担軽減等の観点から、
事業者の技術力に応じて、事前規制を緩和
②仕様の統一されている車両・部品等の事前承認

①②鉄道の技術基準を性能規定化
（平成１３年１２月 「鉄道に関する技術上の基準を定め
る省令」等の制定）

①認定鉄道事業者制度の導入
（平成１１年５月 鉄道事業法改正）

運輸技術審議会答申（平成１０年）とその後の取組状況（１）

○最近の鉄道技術政策は、平成１０年の旧運輸技術審議会による答申「今後の鉄道技術行
政のあり方について」に沿って進められてきた。

運技審答申と対応
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○答申に示された具体的施策とその後の対応について（２）

３．事後チェックのあり方
①事前規制の緩和と併せ、監査による事後チェックの充
実
②事故等の未然防止・再発防止のため、事故等の調査・
分析の実施およびその体制の整備

４．安全性等に関する情報公開のあり方
①利用者等に対する安全性・利便性等に関する情報公開
の推進
②国が必要な情報を収集する仕組みの整備

５．安全性向上のための施策
①保守等の管理委託に関する環境整備
②技術者の養成、技術支援
③安全を確保しつつも効率的な技術の開発
④専門的な評価・分析体制の確立

６．接続利便向上のための施策
①計画・調整段階から利用者利便の確保について配慮
②新設路線敷設等の際における既存鉄道事業者との調
整方策の検討

①情報提供ガイドラインの改訂（平成１３年１１月）
・利用者利便・安全情報等の充実
②安全情報の公表制度の整備
（平成１８年３月 鉄道事業法改正）

①都市鉄道等利便増進法の制定（平成１７年５月）
②乗継円滑化措置に関する規定の整備
（平成１１年５月 鉄道事業法改正）

①受託者への立入検査等の環境整備
（平成１８年３月 鉄道事業法改正）
②技術支援（レールアドバイザー制度）
（平成１５年３月鉄道総研にて発足）

③、④引き続き検討が必要

①首席鉄道安全監査官等、監査専従組織の設置
（平成１８年４月）

②航空・鉄道事故調査委員会の設置（平成１３年１０月）
事業者によるインシデント報告の義務化

事故分析小委員会の設置（平成１１年８月 ※休止中）

◆具体的施策 ◆講じられた施策等

運輸技術審議会答申（平成１０年）とその後の取組状況（２） 運技審答申と対応
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運転事故件数の推移

運転事故は長期的には減少傾向にあるが、近年は、ほぼ横ばいで推移している。○

鉄道事故と安全対策

運転事故件数の推移（昭和５０年度～平成１７年度）
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死亡者

負傷者

死傷者数

京福電鉄越前本線列車衝
突事故（負傷者25名、平
成13年6月24日）
ＪＲ九州鹿児島線列車衝
突事故（負傷者134名、
平成14年2月22日）

ＪＲ西日本福知山線列
車脱線事故(死者107名、
負傷者549名、平成17
年4月25日)

ＪＲ東日本中央本線大月駅
列車衝突事故（負傷者78名、
平成9年10月12日）
ＪＲ東海東海道線沼津-片
浜間列車衝突事故（負傷者
43名、平成9年8月12日）

信楽高原鉄道列車衝突事故
（死者42名、負傷者614名、
平成3年5月14日）

ＪＲ東日本羽越線
列車脱線事故(死
者5名、負傷者33
名、平成17年12月
25日)

営団地下鉄日比谷線列
車脱線衝突事故（死者
5名、負傷者64名、平
成12年3月8日）

土佐くろしお鉄道宿毛
駅列車脱線事故（死者
1名、負傷者10名、平
成17年3月2日）

運転事故による死傷者数の推移

長期的には減少傾向にあった死傷者数も、一昨年のＪＲ西日本福知山線列車脱線事故の
影響により大幅に増加した。
○

運転事故による死傷者数の推移（昭和５０年度～平成１７年度）

鉄道事故と安全対策
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踏切障害

414件

48.3%

道路障害

41件

4.8%

人身障害

368件

42.9%

その他

14件 1.6%

線路内立入

204件

23.8%

ホームから

転落

51件 5.9%

ホーム上で

接触 99件

11.6%

総件数
857件

列車事故

28件3.3%

運転事故の発生状況（平成１７年度）

○ 「踏切障害」事故が全体のおよそ半分、「線路内立入」や「ホームから転落・ホーム上で
接触」する事故も、それぞれおよそ２０％を占めている。

運転事故発生状況（平成１７年度）

鉄道事故と安全対策
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輸送障害件数の推移

・災害原因：地震や風水害等によるもの
・部外原因：自殺や自動車の線路内支障等によるもの
・部内原因：鉄道係員の取扱い誤り、車両や鉄道施設の故障等によるもの

○ 輸送障害（３０分以上の旅客列車の遅れ等）は年々増加傾向。特に係員の誤りや車両

の故障による「部内原因（赤色）」が徐々に増加傾向にあることは懸念要因。

鉄道事故と安全対策

ＪＲ 民鉄
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○発生日時 平成１６年１０月２３日
○場 所 上越新幹線浦佐駅～長岡駅間

○死傷者数 死亡者０名、負傷者０名
○概 況 新潟県中越地震の際、時速約２００ｋｍ

で惰行運転中、非常ブレーキが作動して
停止。４、５両目を除く全ての車両が脱線。
（営業中の新幹線の脱線は初めて）。

１．高架橋柱の耐震補強の前倒し
（概ねＨ１９年度迄）

２．活断層と交差するトンネルの耐震
対策（Ｈ１９年度迄）

３．地震検知・警報装置の改良
警報発信時間の短縮:３秒台→２秒台

４．逸脱防止対策
走行中に地震を受けても車両が軌道
から大きく逸脱しない対策

その後の対策

逸脱防止対策（現在、機能確認中）

ＪＲ東日本上越新幹線脱線事故とその後の対策 鉄道事故と安全対策
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○発生日時 平成１７年４月２５日
○場 所 福知山線尼崎駅～塚口駅間

○死傷者数 死亡者１０７名、負傷者５４９名
車進行方向左側のマンション１階部分
に衝突。
現場は半径約３００ｍのカーブで時速
７０ｋｍ以下の制限箇所（時速１１０ｋｍ
以上で進入）。

①鉄道事業者内の安全管理体制の確立
・安全管理規程の作成、安全統括管理者等の選任
※運輸安全マネジメント評価

②国の指導・監督（受託者への立入検査、罰金の引き上げ）
③利用者による監視（国及び事業者による安全情報の公表）

①曲線等対応の速度制限装置の設置
②運転士異常時列車停止装置の設置 ③運転状況記録装置の設置④防護無線の信頼性向上など

その後の対策

鉄道事業法の改正

技術基準の改正

↑
速
度

ATS-P（新型）

曲線区間

②車内のｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰがスムーズに減速

①地上装置 から車両に速度曲線のデータを送信

通常の運転

誤った運転

○速度制限装置の例

ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故とその後の対策 鉄道事故と安全対策
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○発生日時 平成１７年１２月２５日
○場 所 羽越線砂越駅～北余目駅間

○死傷者数 死亡者５名、負傷者３３名
○概 況 第二最上川橋梁を通過した付近で

１両目から６両目までの全ての車両
が脱線。そのうち前３両が横転。

１．風速計の新設等
平成１８年３月３日に発出した通達に基づき、鉄軌道事業者において風速計の新設等を行い
風の観測体制の強化。風速計を３７０箇所新設。

２．風観測の手引き
風速計の設置地点の考え方、風速計の機能、点検・整備の方法、記録の分析・活用法等を

まとめた「風観測の手引き」を作成。

３．防風設備の手引き

防風設備の調査・計画の手順、設計・施工の考え方、整備効果等をまとめた「防風設備の手

引き」を作成。

４．引き続き調査・研究すべき事項

運転規制、突風対策

その後の対策

鉄道における強風対策について：中間とりまとめ（Ｈ１８．９）

ＪＲ東日本羽越線列車脱線事故とその後の対策 鉄道事故と安全対策
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「輸送の安全の確保」を鉄道事業法の目的規定に明記

鉄道事業者に対して輸送の安全性の向上に関する不断の努力を義務化

•法人に対する罰則の強化（注） ・ が法律改正事項。

・軌道・索道も法人重罰以外は準用。

•国による安全に関わる情報の公表

•鉄道事業者による安全報告書の公表

•安全管理規程の変更命令
•安全統括管理者、運転管理者の解任命令

•安全管理の体制、方法等を定めた安全管理規程の作成及び届出
•安全統括管理者（役員級）、運転管理者（部長等の管理職級）の選任及び届出
安全管理規程 ・安全に関する取り組みの基本方針、組織体制、情報伝達の方法、内部監査の方法

・運転、施設、車両に関する業務の実施体制及び方法

安全統括管理者の職務 ・事業実施部門における安全に係る事項の確実な実施を指揮

・組織内に安全最優先の意識を徹底

運転管理者の職務 ・列車の運行の管理、運転士の資質の保持等運転に関する業務を管理・監督

・事故発生状況、安全に関わる取り組み状況

・事業改善命令や保安監査に基づく勧告の内容

・安全に関する取り組みの基本方針、組織体制

・安全に関する取り組み状況と今後の計画

・輸送の安全に関してされた事業改善命令について罰金額の大幅な引き上げ

・従来は鉄道事業者のみに限定されていた国の指導・監督権限を受託者ま

で拡大

・輸送の安全の確保に支障を及ぼすおそれがあるときの強制的な是正

鉄道事業者の安全管理体制の確立

利用者による監視 国の指導・監督

•業務の管理の受委託の許可の取消し、 受託者に対する改善命令
•受託者への報告徴収、立入検査

鉄道事業法の改正 鉄道事故と安全対策
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踏切警報時間制御装置の設置
横断歩道橋等の設置

構 造 改 良
(歩道拡幅等)

踏切保安設備

踏切道数と踏切事故件数の推移
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踏切事故件数

71,070

61,308

53,230

48,308
45,753

42,603

39,655 38,210
36,714 35,230

年 度

○踏切道の除却

踏切対策のメニュー

○構造の改良
・踏切道の拡幅
・その他（舗装等）

・立体交差化
連続立体交差化
単独立体交差化

・踏切道の統廃合

○保安設備の整備
・踏切道の格上げ（第１種化）
・第１種踏切の改善
（警報時間制御装置、障害物
検知装置、視認性向上対策

［オーバーハング型警報装置等］

○交通規制等
・車両運行の制限
・広報、啓蒙活動

：踏切道改良促進法○歩道橋等の設置

踏切対策の概要 鉄道事故と安全対策
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解釈通達

国

事業者

実施細則

特別構造
許可

求められる性能要件を満足すれば、仕様は原則自由となり「特別構造許可」は不要と
なったが、解釈基準と異なる場合には省令に適合していることの確認が必要。

省令の内容を数
値化、具体化し
て明示

施設等の実情を反
映。解釈基準と異
なる場合には、省
令に適合している
ことの確認必要

解釈基準
（強制力なし） 実施基準

鉄道に関する技術上の基準を定める省令等
（性能規定）

国

事業者

届 出

参 考

省令等

（仕様規定）

技術基準の性能規定化

○鉄道事業者の技術的自由度を高め、また、新技術の導入や線区の個別事情へ

の柔軟な対応を可能にする等のため、省令等で定める技術基準は性能要件を
示した「性能規定」に移行した。

安全規制等の動向

５２



工事計画の記載事項 （施設の例）
○線路の位置、停車場の位置
○線路主要構造
○電気方式、運転保安システムの種類、
概要
○橋りょう、トンネル等の構造物の詳細
設計図
○まくら木、分岐器の材質、構造寸法
○保安設備の設置位置、構造寸法等
○変電所の保護装置の種類及び作用等

添付書類
○システム概要図

○構造物の設計図書
○強度計算書
○設備機能説明書

工事計画の記載事項
○線路の位置、停車場の位置
○線路主要構造
○運転保安システムの種類、概要等
○電気方式

工事計画の記載事項
○橋りょう、トンネル等の構造物の詳
細設計図
○まくら木、分岐器の材質、構造寸法
○保安設備の設置位置、構造寸法等
○変電所の保護装置の種類及び作用
等

添付書類
○構造物の設計図書 ○強度計算書
○システム概要図
○設備機能説明書

認
定
鉄
道
事
業
者
で
確
認

認定鉄道事業者制度

○高度な技術力を有する鉄道事業者の自主性を尊重しつつ、安全性を確保するた

め、設計業務の能力が一定の水準を満たす事業者は手続きを簡素化（国に代
わって技術基準に適合することを確認）

安全規制等の動向
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航空・鉄道事故調査委員会

鉄道部会

航空部会

委員長

委員 ９人

・事務局長 ・総務課 ・企画調整課

・鉄道事故調査官（６人→１５人）

・航空事故調査官（２２人）

・鉄道事業者（当事者）が原因
究明（客観性？）

・警察による捜査

従来

・公正・公平な立場での調査

・科学的な調査

・事故に至る背景等広範な調査

現在

○平成１３年１０月、従来の航空事故調査委員会を改組し、我が国初の鉄道事故に関する
常設の調査機関として発足。

○従来の鉄道事業者（当事者）による原因究明、警察による捜査から、「公平・公正な立場

で」、「科学的に」、「事故に至る背景など広範な調査」を実施。

航空・鉄道事故調査委員会 安全規制等の動向
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0 1 2 3 4 5

本社　計

現業　運転士

現業　車掌

現業　駅職員

現業　工務

現業　電気

現業　車両

現業　建設

万人

ＪＲ（Ｓ６２）

ＪＲ（Ｈ１６）

データは鉄道統計年報による※東京地下鉄株式会社を除く大手１５社

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

本社　計

現業　運転士

現業　車掌

現業　駅職員

現業　工務

現業　電気

現業　車両

現業　建設

千人

民鉄（Ｓ６２）

民鉄（Ｈ１６）

ＪＲ７社合計 大手民鉄１５社合計

本社部門 本社部門

※ＪＲ及び大手民鉄※の職員数の推移 鉄道事業の実態

○ 本社に比べ、現業、特に駅務員、車両、電気、工務部門で職員数が激減している。

５５
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「荒廃するアメリカ」（１９８０年代） わが国の鉄道ストックの蓄積状況

◆１９８０年代のアメリカでは、道路構造物に
対して十分な維持修繕費を投入していなかっ
たため、１９３０年代のニューディール政策に
より大量に建設された道路構造物の老朽化
に対応できず、道路ストックの荒廃を招いた。

○わが国でこれまでに蓄積されてきた鉄道ストックは、開業から数十年経過しているものも多
く、構造物の劣化や疲労が進行しており、今後の維持管理コストの増加が懸念される。
○一方、少子高齢化等の進展により輸送需要の増加が見込めず、今後は施設に対する積
極的な投資が難しくなることが想定される。

老朽化による橋梁の崩壊（アメリカ 1983年）
（国土交通省道路局ＨＰ）

◆我が国の鉄道構造物は、明治から昭和初
期、東京オリンピックを契機とする高度経済
成長時期に建設されたものが多い。
◆近年、トンネル覆工や高架橋からのコンク

リート片の落下等の事象が発生している。

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

明
治

大
正

昭
和
～
20

～
S4
0

～
S5
0

～
S6
0

S6
1～

[連] 

[年] 

下部工 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

～S29 ～S39 ～S49 S50～

[本] 

[年] 

山岳工法 

主な鉄道構造物の建設年度

トンネル覆工コンクリートの剥落橋脚の洗掘

平成１４年の実態調査結果より
（回答のあった１０３社のデータによる）

コンクリート構造物 トンネル

我が国の鉄道ストックの現状と老朽化問題 鉄道事業の実態
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現業部門

保線課

通信課

電力課

施設部 工務課

鉄道事業本部

総合司令所 管理課

工務部

電気部

社長

総務部

軌道課

工事課

電路課

信通課

e電力区

f変電区

g通信区

h通信区

a保線区

b保線区

c工事区

d工事区

通信課

a保線区

b保線区

c工事区

d工事区

e電力区

f変電区

g通信区

h通信区

保線課

工務課

電力課

管理課

総合司令所

施設部

鉄道事業本部

○合理化、効率化の観点から、保守業務を中心に外部委託が進展している。
○平成１８年の鉄道事業法改正により、業務の受託者（アウトソーシング先）に対しても、国
土交通省による報告徴収、立入検査の実施が可能となった

保守新会社の設立による業務委託の例（大手Ａ社）

Ａ社

保守新会社

Ａ社
現業部門

従来の組織体制 新たな組織体制

現業部門を分社化し、
保守業務を新会社に委託

鉄道事業におけるアウトソーシング 鉄道事業の実態
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技術開発の例技術開発の例

○ 少子高齢化、地球環境・エネルギー問題の深刻化、高まる安全・安心への要求等の環境
変化の中で、高い質の鉄道輸送サービスの提供を目指し、ＩＣＴ等の新しい技術を採り入れて
絶えず機能の向上を図るとともに、新たな飛躍に繋がる技術革新を実現していくことが求め
られている。

○ 鉄道の技術開発は、鉄道総研等の研究機関、ＪＲ各社等の鉄道事業者、メーカ等におい
て進められている。

国が補助金を交付している技術開発国が補助金を交付している技術開発

○ このうち、鉄道総研及び技術研究組合に対し、補助金を交付している。

Ｎ700系（鉄道事業者）

ＩＣカード（鉄道事業者）狭軌超低床ＬＲＴ（メーカ）

車両関係車両関係

ＩＣＴ等の新技術ＩＣＴ等の新技術

土木構造物関係土木構造物関係

ＲＲＲ工法（研究機関）

鉄道技術開発の現状 鉄道技術開発

鉄道技術開発費補助金の推移
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一般鉄道

＜交付先：鉄道総研、技術研究組合＞
５８
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○ 鉄道総研が実施している技術開発（一般鉄道）は、その多くがＪＲ各社のニーズに基づい
て実施されていることから、中小民鉄などのニーズに十分対応できていない可能性がある。

○ 鉄道総研が実施している技術開発テーマのうち、補助金を交付しているテーマは、主とし
て開発リスクが高く、市場性の低い基礎的、先導的な技術開発等であるが、今後は、これら
に加え開発の成果を社会・国民に還元する視点からの取り組みの強化が求められる。

・鉄道構造物の液状化被害
予測及び対策技術の開発

テーマ類型

短期間に鉄道へ応用

長期的に鉄道へ応用

基礎的開発

約７０％

約５％

具体例

約２５％ ・ユレダス

・車体強度解析

鉄道総研鉄道総研

開発終了テーマ数：約３テーマ／年

事業費：約１億５千万円／テーマ

技術研究組合技術研究組合

開発終了テーマ数：約０．３テーマ／年

事業費：約３億円／年

＜具体例＞

・狭軌超低床LRV台車

鉄道総研で実施している技術開発テーマ（一般）鉄道総研で実施している技術開発テーマ（一般）

・輸送計画の効率化

テーマ類型

短期間に鉄道へ応用

長期的に鉄道へ応用

基礎的開発

約２５％

約２５％

具体例

約５０％

・ＡＴＳ

・振り子車両

・脱線対策

・集電系の効率化

・空力特性の解明

・材料特性の解明

開発終了テーマ数：約１００テーマ／年

事業費：約３千万円／テーマ

鉄道技術開発費補助金交付テーマ

Ｊ
Ｒ
各
社
等
の
ニ
ー
ズ

のうちのうち

鉄道技術開発の現状（一般鉄道） 鉄道技術開発
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○ 鉄道車両工業の生産動向は、国内向けの実績が横ばいから漸減、輸出が増加する傾向
にある。

鉄道車両生産実績推移

需要先別生産実績

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
輸出 44 182 91 139 133 128 107 199 234 491 516 308 263 439 358
輸出割合（％） 1.7% 7.5% 4.0% 5.5% 5.9% 5.3% 4.7% 12.1% 10.8% 24.7% 25.6% 16.1% 14.7% 17.9% 18.6%
民鉄・公営 1,090 1,247 1,166 1,300 990 908 696 517 791 484 377 615 547 831 698
JR在来線 1,189 679 868 923 927 1,125 1,052 632 874 705 762 674 695 1,034 763
JR新幹線 222 305 152 148 195 267 400 294 266 307 359 314 282 151 109
国内割合（％） 98.3% 92.5% 96.0% 94.5% 94.1% 94.7% 95.3% 87.9% 89.2% 75.3% 74.4% 83.9% 85.3% 82.1% 81.4%

計 2,545 2,413 2,277 2,510 2,245 2,428 2,255 1,642 2,165 1,987 2,014 1,911 1,787 2,455 1,928

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

[年度]

[両数]

輸出

民鉄・公営

JR在来線

JR新幹線

需要先別生産実績

※（社）日本鉄道車輌工業会所属企業及び鉄道事業者による自社製造分について

工場出荷時点での生産実績を計上

過去15年間の動き（5年ごとの平均で見た場合）

国内向け 輸出
H3 ～ 7 2,280 両 118両
H8 ～12 1,864 両 232両
H13～17 1,642 両 377両

国内向け

鉄道車両工業の生産動向 鉄道システムの海外展開
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アジア地域拡大図

ジャカルタ

ＭＲＴ
（2006）

ホーチミン

都市鉄道
（2006）

重慶モノレール
（2000）

車両○、信号○

マニラＬＲＴ１号線増強
（2000）

車両○、信号○

ボスポラス海峡

横断地下鉄
（1999,2004）
車両×、信号×

２００７年４月現在（1995年度以降の都市鉄道関係の円借款プロジェクトを対象）

バンガロール

メトロ
（2005）

デリーメトロ
（第2期）
（2005）

デリーメトロ（第1期）
（1996～2004）
車両△、信号×

バンコク地下鉄
（1996～2000）
車両×、信号×

北京地下鉄
（2000）
車両△ 、信号×

マニラ都市鉄道MRT2号線
（1995～1998）
車両△、信号×

車両、信号とも受注できた案件

部品のみ受注できた案件

受注できなかった案件

今後、入札が予定されている案件

（ ）は、円借款供与が決定された年度

都市鉄道関係円借款プロジェクトの受注実績 鉄道システムの海外展開

武漢都市鉄道
（2000）
車両△、信号×

チュニジア

首都圏通勤線
（2000）
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索道施設の種類

索道設備

普通索道　（ロープウェイ等）

特殊索道　（チェアリフト等）

普

特

普通索道　　　　１８３基

特殊索道　　２，５８１基

普 30

特 340

北海道運輸局

東北運輸局

普 25

特 454

北陸信越運輸局

関東運輸局

中部運輸局

近畿運輸局

普 50

特 1,035

普 24

特 208

普 13

特 166特 178

中国運輸局

九州運輸局

普 9

特 152

特 21
普 6

特 27

索道事業の現状

○全国の索道基数は減少傾向。輸送人員も大きく激減している。
○安全管理体制に問題があり、重大な事故を発生させた事業者に対しては、事業改善
命令を発出している。

索道基数及び輸送人員の推移
（平成元年度～１７年度）
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索道基数及び輸送人員の推移
（平成元年～１７年度）

地方運輸局別索道分布図
（平成１８年３月末現在）

索道運転事故件数の推移
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索条切断

搬器落下

搬器衝突

人身障害

索道運転事故件数の推移
（平成８年～１７年度）

索条切断事故：索条が切れた事故をいう。
搬器落下事故：搬器が落下した事故をいう。
搬器衝突事故：搬器が他の搬器又は工作物と衝突し、又は接触した事故をいう。
搬器火災事故：搬器に火災が生じた事故をいう。
索道人身障害事故：搬器の運転により人の死傷を生じた事故（上記の事故にともなうものを除く。）

四国運輸局

普 8

普 18

・平成１５年１０月１５日 搬器衝突により乗客２名が落下し、死亡
・平成１６年５月６日 搬器衝突事故により乗客１名負傷
・平成１８年６月２５日 搬器落下により乗客２名負傷

索道事業
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